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報告内容

• ２つの奨学金制度の改革

• 進学格差の現状

• 所得連動型返還制度の課題

• 学生の休学・中退の現状と大学の対応

• 家計急変への対応

• 学生支援制度改革の課題
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新制度創設とその背景

画期的• な２つの奨学金制度の創設

• （１）給付型奨学金の創設 低所得層の進学促進

• （２）新所得連動型奨学金返還制度の創設 中低所得層の返還負
担軽減・ローン回避の防止

創設• の背景

• （１）教育費負担の家族主義 教育は親の責任

• （２）授業料の高騰と70年以上ほとんど改革のなかった奨学金制
度

• （３）有利子奨学金の爆発的な量的拡大 育英から中所得層の教
育費負担の軽減へ

• （３）返還の負担問題とローン回避傾向の発生

• （４）大卒労働市場の雇用の不安定化

• （５）社会経済的格差の拡大と教育格差の拡大

3



都道府県別大学進学率の推移

4データ：文部科学省「学校基本調査」 過年度大学入学者を含む進学率

地域間格差の拡大

地域間格差の縮小
第1〜3次高等教育
計画

第４〜5次高等
教育計画



所得階層別大学進学率 2006-2012-
2013-2016年

(注）所得分位は、各

調査でほぼ５分位に
なるように設定した
ため、各調査によっ
て区切り値はやや異
なる。

（出典）2006年 高校生調査 学術創成

科研（金子元久研究代表） 東京大学・

大学経営・政策センター、2012年 高卒

者保護者調査（科研「「教育費負担と学

生に対する経済的支援のあり方に関す

る実証研究」）、2013年 高卒者保護者

調査（文部科学省委託事業「高等教育

機関への進学時の家計負担に関する

調査研究」）、2016年平成28年度文部科

学省先導的大学改革推進委託事業「家

庭の経済状況・社会状況に関する実態

把握・分析及び学生等への経済的支援

の在り方に関する調査研究」
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進学格差のエビデンスを示しても、
是正のための教育費の公的負担には世論の支持が集まらない

6(出典）矢野眞和・濱中淳子・小川和孝 2016 102頁より作成。

【情報提供】現在の日本には、世帯所得による子
どもの進路格差が存在しています。高校3年生と

その保護者を対象にしたある調査の結果によれ
ば、その格差は下図のようになります。

「税金を使っても、返済義務のない
奨学金や、授業料減免を積極的に
取り入れていく」の支持は、情報提
供の有無によって、変わらない。



教育費の負担（学費と放棄所得）
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（注）日本学生支援機構・国立教育政策研究所「学生生活調査」2014年度
「賃金センサスＨ２７年度」と文部科学省「私立大学等の学生納付金調査Ｈ２７年度」より推計



日本学生支援機構奨学生数の推移

8（出典）日本育英会年報、ＪＡＳＳＯ年報 各年



ローンの拡大だけでは学生支援としては不十分

ローン• 負担問題やローン回避問題の発生（英
米豪中日とも）

低所得層• ほどローン負担感は強い

ローンの• 未返済に対するペナルティの強化の
傾向

ローン• 回避傾向が低所得層で多くなる

情報• ギャップのため、ローンに対して認識や
詳しい知識がない（各国とも問題化）
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奨学金を申請しなかった理由
低所得層ほど返済の不安

10
平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「家庭の経済状況・社会状況に関する実態把握・分析及び学生等への経済的支援
の在り方に関する調査研究」 サンプル数は2,000。



• ローンの負担を軽減させ，回収率を上げる

• 卒業後の所得に応じて返済、低所得ほど負担が少ない

• ７つの要素

• 所得に応じた返済額（所得の一定の割合）

• 一定所得以下での返済猶予

• 一定期間あるいは年齢で帳消しルール

• 利子補給

• その他の考慮すべき要因（家族人数など）

• 源泉徴収あるいは類似の方法

• 貸与総額

• 各国の所得連動型ローンはこの７つの要素を組み合わせている

• 上記の要素を変えることにより返済額は変化し、返済期間も変わる。

• 所得の把握と源泉徴収のため、国税当局の協力が不可欠。

所得連動型ローン
Income Contingent Loan 
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ユニヴァーサル• 化（定額返還型から新所得連動型へ、有利子奨学生、
学生全体）への拡大

源泉徴収制度• の導入

帳消• し制度の導入

返還期間• 返還完了まで又は本人が死亡又は障害等により返還不能となるまで還
完了まで又は本人が死亡又は障害等により返還不能となるまで

• 貸し手、借り手の双方にメリット（デメリットは国庫負担増大）

情報提供• と周知の徹底が課題

スカラーシップアドバイザー• 制度の活用
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所得連動型返還制度の課題



大学中退者の状況
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（出典）H２４年度「文部科学省調査」H２７年度「小林編 2016 委託
事業調査」



休学中の授業料の取扱

15
（出典）小林編 2016。



中退と除籍

• 中退と除籍の定義は大学により相違し、学則によって定義

• 大きな区別として、中退は本人の意思に基づくもので、具体的にいえば、退
学届けを提出した場合が中退扱い

• 除籍はそれ以外とする大学が多いが、懲戒の場合、中退とする大学と除籍と
する大学が見られた。

• また、授業料滞納者を除籍とするか、退学とするかは，大学によって異なる。
多くの場合、除籍としているが、中退扱いとする大学も見られる。全体として
約半数の大学が除籍について、「死亡」、「懲戒」、「修学可能年限の超過」、
「学費未納」以外の理由で除籍としている（全国大学調査）。

• 中退と除籍では、再入学や証明書の発行などに差がある（ない大学も）

• このように、中退と除籍の区別については、全ての大学に共通する、統一基
準・定義は存在しない

• 中退や除籍や休学の予防について､大学の対応には大きな差がある
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学生への経済的支援と休学・退学
• 多くの大学は、日本学生支援機構奨学金が、中退防止に有効と回答

奨学金• を親が使っているケースがあるなど、「一概に役に立っているとは
いえない」 場合も

近年• における報道の影響もあり、経済的に苦しい学生でも、将来の借金
を恐れ、貸与奨学金を借りない傾向（ローン回避）がみられる

ローン• 回避からアルバイトに時間を取られ、学業不振や休学になり、中退
に結びつくケース

大学• の取組として、家計急変に対する給付型奨学金を用意したり、本
人もしくは保護者に連絡をつけるように徹底した努力するなど、除籍者
を出さないようにしている大学もある

学則• を機械的に適用して除籍にする大学や延納・分納を認める大学な
ど、差異がみられる

授業料減免補助金• ・給付型奨学金の拡充を要望する大学が多数
17



家計急変への公的支援

日本学生支援機構•

緊急採用• （第１種奨学金）

応急採用• (第２種奨学金）

奨学金受給状況• や採用時期によって異なる

受給額• も少額

休学中• や留年中は不可

離婚• は含まない？

Cf. • 高等学校等修学支援事業補助金（家計急変
世帯への支援）（平成２８年度１０億円）
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家計急変への大学の支援

19（出典）小林編 2016。



家計急変に対する支援の必要性

• 公的支援に乏しい

• 大学によって支援に大きな差がある

• 授業料減免、延納・分納、給付型奨学金など

• 日本学生支援機構奨学金の利用可能性に差が
ある可能性

• 家計急変に対する公的支援制度を早急に整
備する必要がある
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【意義】経済的理由等により、授業料等の納付が困難である者などを対
象に修学継続を容易にし、教育を受ける機会を確保する。

日本の大学における授業料減免事業

※平成23年度以降の予算額には復興特別会計計上分を含む

（百万円）

＜国立大学 平成２７年度予算＞

予算額：３１１億円 減免対象人数：約5.7万

人

【国立大学における取扱い】
文部科学省令において、国立大学法人は、経済的理由に
より授業料等の納付が困難な者に対し、授業料等減免など
経済的負担の軽減を図るために必要な措置を講ずる旨を規
定。具体の授業料減免制度については、各法人の規定、基
準等に基づいて判断、実施。

＜私立大学 平成２７年度予算＞

予算額：１０２億円 免除対象人数：約4.8万人

【私立大学における取扱い】
各私立大学が減免を行った場合に、日本私立学校振興・共

済事業団が、学校法人に対し私立大学等経常費補助金の
特別補助により１／２を補助（東日本大震災による被災学
生

に対しては、２／３補助）。
※補助要件：給与所得者の場合 ８４１万円以下

（万人）
（人）

＜公立大学 平成２５年度実績＞

実績額：約３３億円 免除者数：約1.2万人

【公立大学における取扱い】
公立大学における国からの授業料減免措置については、地方
財政措置を通じて支援を実施。地方交付税の算定にあたり、
授業料収入の１１．５％分を授業料減免等に係る欠損分とし
て、考慮。全ての公立大学において授業料減免制度が設けら
れているが、実施の具体的方法については、各大学の規定、
基準等に基づいて判断、実施。
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授業料無償と給付型奨学金

授業料無償• →家計の消費の拡大
授業料• 無償化=公的補助に代替→公的補助が増えない限り、現在の教
育の質にとどまる。逆に、質を向上するには公的補助の増額が必要。
無償• では、税金で教育を受けている（補助がある）という意識を持てる
か？

教育費• の家族主義の転換と教育費の公的負担の意味＝教育の公共性→大
学は公共性と社会的貢献を高めること（大学のアカウンタビリティと情報公
開、「国立大学で税金で教育を受けたという意識がある」東大生の半数。東京
大学「大学教育の達成度調査」）

現在• の授業料無償は所得分配の逆進性の問題
もともと• 進学希望の者にも補助、効果が限定的
教育費負担観• の転換、国民の合意が必要
給付型奨学金• は対象を限定でき、効果的
授業料無償• の場合には、給付型奨学金は生活費の支援の役割
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奨学金制度の課題

地方• における高等教育機会の向上

所得連動型奨学金返還制度• の拡充

給付型奨学金制度• の拡充

授業料減免制度• の検討

家計急変• への公的支援制度の整備

教育• の無償化の議論との関連の整理

教育費負担• のあり方の再検討
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